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ドの名称】

日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取

物語）

【届出の対象とした募集内国投資信託受益証券の金額】 5,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当なし
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、有価証券報告書を提出しましたので、平成23年5月20日付をもって提出した有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、またその他の情報について訂正すべ

き事項がありますので、本訂正届出書を提出するものです。

２【訂正の内容】

※　下線部　　　　　　は訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（3）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（　略　）

関係法人 役割

（　略　）

受託会社 住友信託銀行株式会社
投資信託契約に基づき、投資信託財産の保管・管理・計算、委託会社の指図に基
づく投資信託財産の処分等を行います。

（　略　）

■　委託会社の概況（平成23年3月末日現在）

（　略　）

＜訂正後＞

（　略　）

関係法人 役割

（　略　）

受託会社

住友信託銀行株式会社
投資信託契約に基づき、投資信託財産の保管・管理・計算、委託会社の指図に基
づく投資信託財産の処分等を行います。
※関係当局の認可等を前提に、平成24年4月1日付で中央三井信託銀行株式会社お
よび中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社
となる予定です。

（　略　）

■　委託会社の概況（平成23年9月末日現在）

（　略　）

２【投資方針】

（3）【運用体制】

＜訂正前＞

会議名または部署名 役割

（　略　）

リスク管理部
（5名程度）

（　略　）

（　略　）

（　略　）
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※　運用体制等につきましては平成23年3月末日現在のものであり、変更になることがあります。

＜訂正後＞

会議名または部署名 役割

（　略　）

リスク管理部
（6名程度）

（　略　）

（　略　）

（　略　）

※　運用体制等につきましては平成23年9月末日現在のものであり、変更になることがあります。

（4）【分配方針】

＜訂正前＞

（　略　）

◆　収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金に係る決算日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除

きます。また、当該収益分配金に係る決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前

のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込

者とします。）にお支払いします。また、分配金再投資コースの場合、再投資により増加した

受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

＜訂正後＞

（　略　）

◆　収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金に係る決算日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除

きます。また、当該収益分配金に係る決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前

のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込

者とします。）にお支払いします。また、分配金再投資コースの場合、再投資により増加した

受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

◆　分配方針に基づいて収益分配を行う予定ですが、分配金の支払いを保証するものではありませ

ん。

３【投資リスク】

記載内容が以下の内容に更新・訂正されます。

投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益及び損益は、すべて投資者
の皆さまに帰属します。
ファンドは、国内の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証
券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。
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＜投資リスク＞

■　株価変動リスク

株式の価格は、株式の発行会社の業績や財務状況、株式市場の需給、政治・経済情勢等の影響

により変動します。

投資した株式の価格の上昇は、ファンドの基準価額の上昇要因となり、投資した株式の価格の

下落は、ファンドの基準価額の下落要因となります。

投資した株式の価格の下落の影響で、ファンドの基準価額が下落し、損失を被る可能性があり

ます。

■　信用リスク

有価証券の発行体の破綻や財務状況の悪化、および有価証券の発行体の財務状況に関する外

部評価の変化等の影響により、投資した有価証券の価格が大きく下落することや、投資資金が回

収不能となる場合があります。このような場合には、ファンドの基準価額が下落し、損失を被る

可能性があります。

債券や短期金融商品へ投資した場合には、元利支払いの不履行もしくは遅延の影響で、ファン

ドの基準価額が下落し、損失を被る可能性があります。

＜留意事項＞

・　ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の

適用はありません。

・　投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。また、登録金融機関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。

・　分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われ

ると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支

払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示す

ものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部ないしすべてが、実質的

に元本の一部払戻しに相当する場合があります。

・　ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファンドが投資対象とするマザーファ

ンドを他のベビーファンドが投資対象としている場合に、当該他のベビーファンドにおいて追

加設定および一部解約等がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにおいても売買

等が生じ、ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

・　取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、解約請求の受付を中止する

ことや、すでに受付けた解約請求の受付を取消すことがあります。

＜投資リスクに対する管理体制＞

・　運用委員会において、運用に関する内規の制定および改廃のほか、運用ガイドライン等運用のリ
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スク管理に関する事項を決定します。

・　リスク管理部は、投資信託財産の運用の指図につき法令、投資信託協会諸規則、社内規程及び投資

信託約款等（以下、「法令諸規則等」という。）に定める運用の指図に関する事項の遵守状況を

確認します。

リスク管理部は、原則として日々、次に掲げる方法による検証を行います。

①　運用の指図に関する帳票の確認

②　検証システムにより抽出される運用の実施状況に関するデータの確認

③　その他検証を行うために必要な行為

発注前の検証は、運用実施に関する内規に基づき、発注内容が法令諸規則等に照らして適当で

あるかどうか伝票等より確認を行います。発注後の検証は、運用指図結果の適法性又は適正性

について確認を行います。

・　運用分析会議におけるファンドの運用パフォーマンスの分析・検証・評価や、売買分析会議にお

けるファンドの組入有価証券の評価損率や格付状況、有価証券売買状況や組入状況の報告等に

より、全社的に投資リスクを把握し管理を行います。

（5）【課税上の取扱い】

記載内容が以下の内容に更新・訂正されます。

ファンドは、課税上、株式投資信託として取扱われます。

■　個人受益者に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は、配当所得として、平成25年12月31日までは

10％（所得税7％、地方税3％）、平成26年1月1日以降は20％（所得税15％、地方税5％）の税率

による源泉徴収が行われます。

確定申告は不要ですが、確定申告による総合課税または申告分離課税のいずれかを選択す

ることもできます。

償還価額および解約価額から取得費（申込手数料および申込手数料に係る消費税等相当額

を含みます。）を控除した利益は譲渡所得となり、平成25年12月31日までは10％（所得税7％、

地方税3％）、平成26年1月1日以降は20％（所得税15％、地方税5％）の税率による申告分離課

税が適用されます。ただし、特定口座（源泉徴収選択口座）をご利用の場合には、原則として

確定申告は不要です。

■　法人受益者に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに償還時及び解約時の個別元本超過額

については、平成25年12月31日までは7％（所得税7％）、平成26年1月1日以降は15％（所得税

15％）の税率による源泉徴収が行われます。なお、地方税の源泉徴収はありません。また、源泉

徴収された所得税は、法人税から控除できます。
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※ 普通分配金、特別分配金とは

収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分配金」があ

ります。

基準価額（分配落）が受益者の個別元本と同額の場合または上回っている場合には、分配金

の全額が普通分配金となります。

基準価額（分配落）が受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が特

別分配金となり、分配金から特別分配金を控除した額が普通分配金となります。特別分配金は、

元本の一部払戻しに相当し、非課税扱いとなります。

※ 個別元本とは

個別元本とは、原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額（申込手数料および申込手数

料に係る消費税等相当額は含まれません。）をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均

されます。

ただし、複数の販売会社でファンドを買付けた場合は、販売会社ごとに個別元本の算出が行

われます。

また、同一販売会社であっても、複数口座でファンドを買付けた場合には口座ごとに、「分配

金受取りコース」と「分配金再投資コース」の両コースでファンドを買付けた場合にはコー

スごとに、個別元本の算出が行われる場合があります。

受益者が、特別分配金を受け取った場合、個別元本は、分配金発生時の個別元本から特別分配

金を控除した額となります。

■　その他

・　益金不算入制度、配当控除の適用が可能です。税務署等でご確認いただくことをおすすめい

たします。

・　買取請求による換金の場合の課税上の取扱い及び損益通算等につきましては、取得申込みを

取扱った販売会社にお問い合わせ下さい。

※　上記の内容は平成23年9月末日現在の税法に基づくものであり、税法が改正された場合には変更に

なることがあります。

５【運用状況】

記載内容が以下の内容に更新・訂正されます。

平成23年9月30日現在の運用状況は以下の通りです。

投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
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（1）【投資状況】

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 663,966,912 92.48

コール・ローン等、その他の資産（負債控除後） 54,003,884 7.52

合計（純資産総額） 717,970,796 100.00

＜参考＞日本好配当割安株オープン マザーファンド

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 2,311,199,20095.89

コールローン等、その他の資産（負債控除後） 99,015,406 4.11

合計（純資産総額） 2,410,214,606100.00

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

組入銘柄は、上位30銘柄もしくは全銘柄を記載しています。

国／
地域

種類 銘柄名 数量
帳簿価額
単価
（円）

帳簿価額
金額
（円）

評価額
単価
（円）

評価額
金額
（円）

投資
比率
（％）

日本
親投資信託受益
証券

日本好配当割安株
オープンマザーファ
ンド

628,280,5761.0050631,421,9791.0568663,966,91292.48

（種類別投資比率）

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 92.48

合計 92.48

＜参考＞日本好配当割安株オープン マザーファンド

国／
地域

種類 銘柄名 業種 数量
帳簿価額
単価
（円）

帳簿価額
金額
（円）

評価額
単価
（円）

評価額
金額
（円）

投資
比率
（％）

日本 株式 参天製薬 医薬品 27,0003,160.0085,320,0003,240.0087,480,0003.63

日本 株式 伊藤忠商事 卸売業 115,000805.0092,575,000748.0086,020,0003.57

日本 株式 セガサミーホールディングス 機械 47,0001,808.0084,976,0001,825.0085,775,0003.56

日本 株式
三井住友フィナンシャルグルー
プ

銀行業
38,0002,080.0079,040,0002,206.0083,828,0003.48

日本 株式 ニッセンホールディングス 小売業 154,400485.0074,884,000516.0079,670,4003.31

日本 株式 エヌ・ティ・ティ・ドコモ
情報・通信
業 560144,400.0080,864,000141,700.0079,352,0003.29

日本 株式
バンダイナムコホールディング
ス

その他製品
75,0001,047.0078,525,0001,051.0078,825,0003.27

日本 株式 ポイント 小売業 20,0003,850.0077,000,0003,930.0078,600,0003.26

日本 株式 大東建託 建設業 11,0007,170.0078,870,0007,140.0078,540,0003.26
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日本 株式 イオンクレジットサービス
その他金融
業 65,0001,158.0075,270,0001,198.0077,870,0003.23

日本 株式 三井物産 卸売業 65,0001,255.0081,575,0001,134.0073,710,0003.06

日本 株式 パーク２４ 不動産業 76,000926.0070,376,000961.0073,036,0003.03

日本 株式 アーネストワン 不動産業 90,000776.0069,840,000805.0072,450,0003.01

日本 株式 住友不動産販売 不動産業 22,0003,300.0072,600,0003,285.0072,270,0003.00

日本 株式 日本触媒 化学 74,000915.0067,710,000970.0071,780,0002.98

日本 株式 東京瓦斯
電気・ガス
業 192,000354.0067,968,000361.0069,312,0002.88

日本 株式 ニフコ 化学 34,5001,869.0064,480,5002,003.0069,103,5002.87

日本 株式 興銀リース
その他金融
業 34,0001,709.0058,106,0001,878.0063,852,0002.65

日本 株式 ココカラファイン 小売業 29,8001,968.0058,646,4002,125.0063,325,0002.63

日本 株式 エア・ウォーター 化学 65,000907.0058,955,000962.0062,530,0002.59

日本 株式 三菱ケミカルホールディングス 化学 117,000519.0060,723,000529.0061,893,0002.57

日本 株式 ＫＤＤＩ
情報・通信
業 110600,000.0066,000,000536,000.0058,960,0002.45

日本 株式
ポーラ・オルビスホールディン
グス

化学
25,0002,111.0052,775,0002,281.0057,025,0002.37

日本 株式 ラウンドワン サービス業 95,000657.0062,415,000565.0053,675,0002.23

日本 株式 キヤノン 電気機器 15,0003,410.0051,150,0003,550.0053,250,0002.21

日本 株式
エイベックス・グループ・ホー
ルディングス

情報・通信
業 55,000954.0052,470,000947.0052,085,0002.16

日本 株式 アサヒホールディングス 非鉄金属 31,3001,789.0055,995,7001,647.0051,551,1002.14

日本 株式
シップヘルスケアホールディン
グス

卸売業
25,4001,866.0047,396,4001,927.0048,945,8002.03

日本 株式 日産自動車 輸送用機器 70,000647.0045,290,000693.0048,510,0002.01

日本 株式
コーエーテクモホールディング
ス

情報・通信
業 58,100696.0040,437,600744.0043,226,4001.79

（種類別及び業種別投資比率）

種類 国内/外国 業種 投資比率（％）

株式 国内 小売業 14.28

化学 13.37

情報・通信業 11.39

不動産業 9.03

卸売業 8.66

その他金融業 6.97

電気機器 3.98

医薬品 3.63

輸送用機器 3.63

機械 3.56

銀行業 3.48

その他製品 3.27

建設業 3.26

電気・ガス業 2.88

サービス業 2.23

非鉄金属 2.14

繊維製品 0.13

合計 95.89

（注）投資比率は、小数点以下第3位を四捨五入しており、合計と合わない場合があります。
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②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（3）【運用実績】

①【純資産の推移】

純資産総額
基準価額

（1口当たり）

円 円

第1期計算期間末
（平成18年8月23日）

4,584,847,427
4,584,847,427

（分配付）
（分配落）

0.9938
0.9938

（分配付）
（分配落）

第2期計算期間末
（平成19年2月23日）

4,288,924,653
3,935,807,853

（分配付）
（分配落）

1.0931
1.0031

（分配付）
（分配落）

第3期計算期間末
（平成19年8月23日）

3,229,085,467
3,229,085,467

（分配付）
（分配落）

0.8987
0.8987

（分配付）
（分配落）

第4期計算期間末
（平成20年2月25日）

2,266,608,670
2,266,608,670

（分配付）
（分配落）

0.7457
0.7457

（分配付）
（分配落）

第5期計算期間末
（平成20年8月25日）

1,893,084,664
1,893,084,664

（分配付）
（分配落）

0.6615
0.6615

（分配付）
（分配落）

第6期計算期間末
（平成21年2月23日）

1,082,060,849
1,082,060,849

（分配付）
（分配落）

0.4182
0.4182

（分配付）
（分配落）

第7期計算期間末
（平成21年8月24日）

1,329,743,306
1,329,743,306

（分配付）
（分配落）

0.5705
0.5705

（分配付）
（分配落）

第8期計算期間末
（平成22年2月23日）

1,031,699,157
1,031,699,157

（分配付）
（分配落）

0.5168
0.5168

（分配付）
（分配落）

第9期計算期間末
（平成22年8月23日）

863,579,284
863,579,284

（分配付）
（分配落）

0.4908
0.4908

（分配付）
（分配落）

第10期計算期間末
（平成23年2月23日）

920,739,443
920,739,443

（分配付）
（分配落）

0.5601
0.5601

（分配付）
（分配落）

第11期計算期間末
（平成23年8月23日）

706,845,005
706,845,005

（分配付）
（分配落）

0.4840
0.4840

（分配付）
（分配落）

平成22年 9月末日 866,015,121 0.4996

平成22年10月末日 825,413,788 0.4864

平成22年11月末日 860,413,243 0.5119

平成22年12月末日 892,080,136 0.5367

平成23年 1月末日 895,956,996 0.5406

平成23年 2月末日 922,589,134 0.5624

平成23年 3月末日 850,292,043 0.5235

平成23年 4月末日 830,198,912 0.5169

平成23年 5月末日 818,837,508 0.5165

平成23年 6月末日 788,835,234 0.5166

平成23年 7月末日 768,952,094 0.5202
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平成23年 8月末日 727,079,791 0.5016

平成23年 9月末日 717,970,796 0.5064

②【分配の推移】

期間
1口当たり分配金

（円）

第1期計算期間 自平成18年3月 8日至平成18年8月23日 0

第2期計算期間 自平成18年8月24日至平成19年2月23日 0.0900

第3期計算期間 自平成19年2月24日至平成19年8月23日 0

第4期計算期間 自平成19年8月24日至平成20年2月25日 0

第5期計算期間 自平成20年2月26日至平成20年8月25日 0

第6期計算期間 自平成20年8月26日至平成21年2月23日 0

第7期計算期間 自平成21年2月24日至平成21年8月24日 0

第8期計算期間 自平成21年8月25日至平成22年2月23日 0

第9期計算期間 自平成22年2月24日至平成22年8月23日 0

第10期計算期間 自平成22年8月24日至平成23年2月23日 0

第11期計算期間 自平成23年2月24日至平成23年8月23日 0

③【収益率の推移】

期間 収益率（％）

第1期計算期間 自平成18年3月 8日至平成18年8月23日 △  0.6

第2期計算期間 自平成18年8月24日至平成19年2月23日 10.0

第3期計算期間 自平成19年2月24日至平成19年8月23日 △ 10.4

第4期計算期間 自平成19年8月24日至平成20年2月25日 △ 17.0

第5期計算期間 自平成20年2月26日至平成20年8月25日 △ 11.3

第6期計算期間 自平成20年8月26日至平成21年2月23日 △ 36.8

第7期計算期間 自平成21年2月24日至平成21年8月24日 36.4

第8期計算期間 自平成21年8月25日至平成22年2月23日 △  9.4

第9期計算期間 自平成22年2月24日至平成22年8月23日 △  5.0

第10期計算期間 自平成22年8月24日至平成23年2月23日 14.1

第11期計算期間 自平成23年2月24日至平成23年8月23日 △ 13.6

（注）収益率は期間騰落率です。小数点以下第2位を四捨五入しております。

(4)【設定及び解約の実績】

期間
設定数量
（単位：口）

解約数量
（単位：口）

第1期計算期間 4,864,840,000 251,480,000

第2期計算期間 397,300,000 1,087,140,000

第3期計算期間 640,710,000 971,140,000

第4期計算期間 146,990,000 700,500,000

第5期計算期間 122,430,000 300,310,000

第6期計算期間 13,840,000 288,320,000

第7期計算期間 115,390,000 371,640,000
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第8期計算期間 140,000 334,770,000

第9期計算期間 10,000 236,920,000

第10期計算期間 11,454,908 127,020,000

第11期計算期間 4,830,000 188,180,000

（注）第1期計算期間の設定数量は、当初申込期間中の数量を含みます。

＜参考情報＞
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第２【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】

（5）【その他】

＜訂正前＞

（　略　）

■　公告

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

※平成23年7月31日より、公告の方法は以下の通りに変更される予定です。

委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行ない、次のアドレスに

掲載します。

http://www.okasan-am.jp

なお、電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた

場合の公告は、日本経済新聞に掲載します。

（　略　）

＜訂正後＞

（　略　）

■　公告

委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行ない、次のアドレスに掲載し
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ます。

http://www.okasan-am.jp

なお、電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場合の

公告は、日本経済新聞に掲載します。

（　略　）

第３【ファンドの経理状況】

記載内容が以下の内容に更新・訂正されます。

1.当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号)並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第

133号）に基づいて作成しております。

ただし、第10期計算期間（平成22年8月24日から平成23年2月23日まで）については、改正前の「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)及び「投資信託財産の計算に

関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき、第11期計算期間（平成23年2月24日から平成23年

8月23日まで）については、改正後の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年

大蔵省令第59号)及び「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて

作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

2.当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第10期計算期間（平成22年8月24日か

ら平成23年2月23日まで）及び第11期計算期間（平成23年2月24日から平成23年8月23日まで）の財務諸

表について、東陽監査法人により監査を受けております。
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（3）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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期　別

項　目

第10期
自 平成22年8月24日
至 平成23年2月23日

第11期
自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

1.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券
移動平均法に基づき、原則として時価で
評価しております。時価評価に当たって
は、親投資信託受益証券の基準価額に基
づいて評価しております。

親投資信託受益証券
同　左

2.収益及び費用の計上基準 有価証券売買等損益
約定日基準で計上しております。

有価証券売買等損益
同　左

（貸借対照表に関する注記）

第10期
（平成23年2月23日現在）

第11期
（平成23年8月23日現在）

*1.当該計算期間の末日における受益権の総数
1,643,864,908口

2.投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号
 に規定する額

元本の欠損　723,125,465円

*3.当該計算期間の末日における1単位当たりの純資産の
  額

1口当たりの純資産額　0.5601円
(10,000口当たりの純資産額   5,601円)

*1.当該計算期間の末日における受益権の総数
1,460,514,908口

2.投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号
 に規定する額

元本の欠損　753,669,903円

*3.当該計算期間の末日における1単位当たりの純資産の
  額

1口当たりの純資産額　0.4840円
(10,000口当たりの純資産額   4,840円)

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第10期
自 平成22年8月24日
至 平成23年2月23日

第11期
自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

*1.分配金の計算過程 *1.分配金の計算過程

費用控除後の配当等収益額 A 9,490,423円 費用控除後の配当等収益額 A 3,480,194円

費用控除後・繰越欠損金補填
後の有価証券売買等損益額

B － 円 費用控除後・繰越欠損金補填
後の有価証券売買等損益額

B － 円

収益調整金額 C 1,118,131円 収益調整金額 C 1,082,353円

分配準備積立金額 D 20,317,095円 分配準備積立金額 D 26,404,560円

当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 30,925,649円 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 30,967,107円

当ファンドの期末残存口数 F 1,643,864,908口 当ファンドの期末残存口数 F 1,460,514,908口

10,000口当たり収益分配対象
額

G=E/F*10,000
188

円 10,000口当たり収益分配対象
額

G=E/F*10,000
212

円

10,000口当たり分配金額 H － 円 10,000口当たり分配金額 H － 円

収益分配金金額 I=F*H/10,000 － 円 収益分配金金額 I=F*H/10,000 － 円

（金融商品に関する注記） 

1.金融商品の状況に関する事項

期　別

項　目

第10期
自 平成22年8月24日
至 平成23年2月23日

第11期
自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

1.金融商品に対する取組方針 当ファンドは証券投資信託であり、信託
約款に規定する「運用の基本方針」に
従い、有価証券等の金融商品を投資対象
として運用することを目的としており
ます。

同　左
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2.金融商品の内容及び当該金融商品に
係るリスク

当ファンドは、主として、国内株式に投
資する親投資信託受益証券を売買目的
で保有しており、株価変動リスク、信用
リスク等を有しております。その他、保
有するコール・ローン等の金銭債権及
び金銭債務につきましては、信用リスク
等を有しております。

同　左

3.金融商品に係るリスク管理体制 当ファンドの委託会社の運用委員会に
おいて、運用に関する内規の制定及び改
廃、運用ガイドライン等運用のリスク管
理に関する事項の決定を行うほか、リス
ク管理部及びコンプライアンス部にお
いて、「運用の指図に関する検証規程」
に基づき、投資信託財産の運用の指図に
ついて、法令、投資信託協会諸規則、社内
規程及び投資信託約款に定める運用の
指図に関する事項の遵守状況を確認し
ております。また、運用分析会議におけ
るファンドの運用パフォーマンスの分
析・検証・評価や、売買分析会議におけ
るファンドの組入有価証券の評価損率
や格付状況、有価証券売買状況や組入状
況の報告等により、全社的に投資リスク
を把握し管理を行っております。

同　左

2.金融商品の時価に関する事項

期　別
項　目

第10期
（平成23年2月23日現在）

第11期
（平成23年8月23日現在）

1.貸借対照表額、時価及び差額 貸借対照表上の金融商品は原則として
全て時価で評価しているため、貸借対照
表計上額と時価との差額はありません。

同　左

2.時価の算定方法 時価の算定方法は、「重要な会計方針に
係る事項に関する注記」に記載してお
ります。この他、コール・ローン等は短
期間で決済され、時価は帳簿価格と近似
していることから、当該帳簿価格を時価
としております。

同　左

（関連当事者との取引に関する注記）

第10期
自 平成22年8月24日
至 平成23年2月23日

第11期
自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

該当事項はありません。 同　左

（重要な後発事象に関する注記）

第10期
自 平成22年8月24日
至 平成23年2月23日

第11期
自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

該当事項はありません。 同　左

（その他の注記）

1.元本の移動

第10期
（平成23年2月23日現在）

第11期
（平成23年8月23日現在）

投資信託財産に係る元本の状況 投資信託財産に係る元本の状況
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期首元本額
期中追加設定元本額
期中一部解約元本額

1,759,430,000円
11,454,908円
127,020,000円

期首元本額
期中追加設定元本額
期中一部解約元本額

1,643,864,908円
4,830,000円
188,180,000円

2.有価証券関係

売買目的有価証券の当計算期間の損益に含まれた評価差額

第10期(自 平成22年8月24日 至 平成23年2月23日)

(単位：円)

種　類 当計算期間の損益に含まれた評価差額

親投資信託受益証券 120,216,012

合　計 120,216,012

第11期(自 平成23年2月24日 至 平成23年8月23日)

(単位：円)

種　類 当計算期間の損益に含まれた評価差額

親投資信託受益証券 △106,526,744

合　計 △106,526,744

3.デリバティブ取引関係

該当事項はありません。

（4）【附属明細表】

1.有価証券明細表

①株式

該当事項はありません。

②株式以外の有価証券

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

親投資信託受益証券 日本円 日本好配当割安株オープンマザーファンド 652,337,677655,599,365

計 銘柄数：1 652,337,677655,599,365

組入時価比率：92.8% 100.0%

合計 655,599,365

(注) 1.比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び小計欄の合計金額に対する比率であります。

2.親投資信託受益証券の券面総額欄には、口数を表示しております。

2.デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等、時価の状況表

該当事項はありません。

＜参考＞

当ファンドは、「日本好配当割安株オープンマザーファンド」受益証券を、主要投資対象としてお

ります。貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、当該マザーファンドの受益証券

です。
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日本好配当割安株オープンマザーファンドの経理状況

マザーファンドの経理状況は参考情報であり、監査証明の対象ではありません。

日本好配当割安株オープンマザーファンド

[貸借対照表]

（単位：円）

期  別
科  目

注記
番号

平成23年8月23日現在

金   額

資産の部

流動資産

コール・ローン 92,952,515

株式 2,214,274,800

未収入金 8,480,223

未収配当金 3,556,400

未収利息 227

流動資産合計 2,319,264,165

資産合計 2,319,264,165

純資産の部

元本等

元本

元本 *1 2,307,624,533

剰余金

剰余金 11,639,632

純資産合計 *2 2,319,264,165

負債・純資産合計 2,319,264,165

[注記表]

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期　別
項　目

自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

1.有価証券の評価基準及び評価方法 株式
移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。
時価評価に当たっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないもの
については、それに準ずる価額）、又は第一種金融商品取引業者等から提示される
気配相場に基づいて評価しております。

2.収益及び費用の計上基準 受取配当金
原則として、配当落ち日において、その金額が確定している場合には当該金額を、
未だ確定していない場合には予想配当金額を計上しております。

有価証券売買等損益
約定日基準で計上しております。

3.その他財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項

計算期間の取扱い
当ファンドの計算期間は、日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語）の計算
期間に合わせるため、平成23年2月24日から平成23年8月23日までとなっておりま
す。

（貸借対照表に関する注記）
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平成23年8月23日現在

*1.当該計算期間の末日における受益権の総数
2,307,624,533口

*2.当該計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額
1口当たりの純資産額  1.0050円

(10,000口当たりの純資産額  10,050円)

（金融商品に関する注記） 

1.金融商品の状況に関する事項

期　別
項　目

自 平成23年2月24日
至 平成23年8月23日

1.金融商品に対する取組方針 当ファンドは証券投資信託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従
い、有価証券等の金融商品を投資対象として運用することを目的としておりま
す。

2.金融商品の内容及び当該金融商品に
係るリスク

当ファンドは、主として、国内株式を売買目的で保有しており、株価変動リスク、
信用リスク等を有しております。その他、保有するコール・ローン等の金銭債権
及び金銭債務につきましては、信用リスク等を有しております。

3.金融商品に係るリスク管理体制 当ファンドの委託会社の運用委員会において、運用に関する内規の制定及び改
廃、運用ガイドライン等運用のリスク管理に関する事項の決定を行うほか、リス
ク管理部及びコンプライアンス部において、「運用の指図に関する検証規程」に
基づき、投資信託財産の運用の指図について、法令、投資信託協会諸規則、社内規
程及び投資信託約款に定める運用の指図に関する事項の遵守状況を確認してお
ります。また、運用分析会議におけるファンドの運用パフォーマンスの分析・検
証・評価や、売買分析会議におけるファンドの組入有価証券の評価損率や格付状
況、有価証券売買状況や組入状況の報告等により、全社的に投資リスクを把握し
管理を行っております。

2.金融商品の時価に関する事項

期　別
項　目

平成23年8月23日現在

1.貸借対照表額、時価及び差額 貸借対照表上の金融商品は原則として全て時価で評価しているため、貸借対照表
計上額と時価との差額はありません。

2.時価の算定方法 時価の算定方法は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しており
ます。この他、コール・ローン等は短期間で決済され、時価は帳簿価格と近似して
いることから、当該帳簿価格を時価としております。

（その他の注記）

1.元本の移動

（単位：円）

平成23年8月23日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首 平成23年2月24日

期首元本額 3,023,266,697

期首より平成23年8月23日までの追加設定元本額 138,993,292

期首より平成23年8月23日までの一部解約元本額 854,635,456

期末元本額 2,307,624,533

平成23年8月23日の元本の内訳＊

日本好配当割安株オープン（愛称　竹くらべ） 83,114,045

日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語） 652,337,677

世界９資産分散ファンド（投資比率変動型） 657,515,305

日本好配当割安株オープン（適格機関投資家専用） 585,647,822

日本好配当割安株オープン（一般投資家私募、適格機関投資家転売制限付） 329,009,684
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＊当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託毎の元本額

2.有価証券関係

売買目的有価証券の当計算期間の損益に含まれた評価差額

自 平成23年2月24日  至 平成23年8月23日

（単位：円）

種　類 当計算期間の損益に含まれた評価差額

株　式 △98,255,893

合　計 △98,255,893

3.デリバティブ取引関係

該当事項はありません。

[附属明細表]

1.有価証券明細表

①株式

種類 通貨 銘柄 株数
評価額 評価額

備考
単価 金額

株式 日本円 大東建託 11,0006,730.0074,030,000

オンワードホールディングス 5,000 604.00 3,020,000

エア・ウォーター 65,000 893.00 58,045,000

日本触媒 74,000 913.00 67,562,000

三菱ケミカルホールディングス 117,000 502.00 58,734,000

ポーラ・オルビスホールディングス 25,0002,077.0051,925,000

日東電工 14,0002,846.0039,844,000

ニフコ 34,5001,795.0061,927,500

参天製薬 27,0003,025.0081,675,000

アサヒホールディングス 31,3001,860.0058,218,000

セガサミーホールディングス 47,0001,601.0075,247,000

日立製作所 110,000 395.00 43,450,000

キヤノン 15,0003,600.0054,000,000

日産自動車 70,000 645.00 45,150,000

本田技研工業 17,0002,365.0040,205,000

バンダイナムコホールディングス 75,000 965.00 72,375,000

東京瓦斯 192,000 358.00 68,736,000

コーエーテクモホールディングス 18,100 701.00 12,688,100

大塚商会 5,500 5,060.0027,830,000

エイベックス・グループ・ホールディングス 55,0001,029.0056,595,000

ＮＥＣモバイリング 4,100 2,690.0011,029,000

ＫＤＤＩ 110 550,000.0060,500,000

エヌ・ティ・ティ・ドコモ 560 140,000.0078,400,000

シップヘルスケアホールディングス 25,4001,680.0042,672,000

伊藤忠商事 115,000 773.00 88,895,000

丸紅 110,000 450.00 49,500,000

三井物産 65,0001,243.0080,795,000

ポイント 20,0003,270.0065,400,000
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ココカラファイン 29,8001,925.0057,365,000

ＡＯＫＩホールディングス 35,0001,171.0040,985,000

ニッセンホールディングス 154,400 458.00 70,715,200

プレナス 30,0001,278.0038,340,000

三井住友フィナンシャルグループ 38,0002,209.0083,942,000

興銀リース 34,0001,737.0059,058,000

イオンクレジットサービス 65,0001,061.0068,965,000

日立キャピタル 2,000 999.00 1,998,000

パーク２４ 76,000 894.00 67,944,000

住友不動産販売 22,0003,075.0067,650,000

アーネストワン 90,000 770.00 69,300,000

ラウンドワン 95,000 627.00 59,565,000

計 銘柄数：40 2,214,274,800

組入時価比率：95.5% 100.0%

合計 2,214,274,800

(注)比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び小計欄の合計金額に対する比率であります。

②株式以外の有価証券

該当事項はありません。

2.デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等、時価の状況表

該当事項はありません。

２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】（平成23年9月30日現在）

Ⅰ　資産総額 719,650,614円

Ⅱ　負債総額 1,679,818円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 717,970,796円

Ⅳ　発行済数量 1,417,854,908口

Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ/Ⅳ） 0.5064円

＜参考＞日本好配当割安株オープン マザーファンド

Ⅰ　資産総額 2,420,864,352円

Ⅱ　負債総額 10,649,746円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,410,214,606円

Ⅳ　発行済数量 2,280,662,988口

Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ/Ⅳ） 1.0568円
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

記載内容が以下の内容に更新・訂正されます。

１【委託会社等の概況】

（平成23年9月末日現在）

（1）資本金の額 10億円

会社が発行する株式の総数 2,600,000株

発行済株式の総数 825,000株

最近5年間における主な資本金の額の増減 なし

（2）委託会社の機構

〈委託会社の意思決定機構〉

委託会社は、12名以内で構成される取締役会により運営されます。
取締役は、委託会社の株主であることを要しません。
取締役は、株主総会において株主によって選任され、その任期は選任後2年以内に終了する
事業年度の内最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでとします。
取締役会は、社長1名を選定するほか、会長、副社長、専務取締役、および常務取締役を若干名
選任することができます。また、取締役会は取締役の中から代表取締役を若干名選定すること
ができます。
取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として、社長が招集します。取締役会
の議長は、原則として、社長がこれにあたります。
取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席したうえ
で、出席した取締役の過半数をもって決します。

〈運用の意思決定機構〉

運用委員会は、月1回、運用本部で開催する「ストラテジー会議」で策定された投資環境分
析と運用の基本方針案に基づいて検討を行い、運用の基本方針を決定します。
また、運用に関する内規の制定及び改廃のほか、運用ガイドライン等運用のリスク管理に関
する事項を決定します。
運用戦略会議は、月1回、ファンドマネージャーより運用委員会で決定された運用の基本方
針に基づいた個別ファンドの具体的な投資戦略が報告され、その内容について検討を行いま
す。
ファンドマネージャーは、運用戦略会議で検討された投資戦略に基づき、ファンド毎に具体
的な運用計画を策定し、運用計画書・運用実施計画書に基づいて、運用の指図を行います。
投資調査部は、国内外のマクロ経済・セミマクロ経済の調査・分析、市場環境の分析、企業
の調査・分析等を行い、ファンドマネージャーに情報提供を行うことで、運用をサポートしま
す。
運用分析会議は、月1回、運用のパフォーマンス向上、運用の適正性の確保、及び運用のリス
ク管理に資することを目的に、個別ファンドの運用パフォーマンスを分析・検証・評価し、運
用本部にフィードバックを行います。
売買分析会議は、月1回、運用財産に係る運用の適切性確保に資することを目的にファンド
の有価証券売買状況や組入れ状況など、日々、リスク管理部、トレーディング部が行っている
運用の指図に関するチェック状況の報告・指摘を行います。議長は会議の結果を取締役会へ
報告します。

２【事業の内容及び営業の概況】
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当社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として証券投資信託の設
定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として、その運用（投資運用業）
及びその受益権の募集又は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。また、「金融商品取引
法」に定める投資一任契約にかかる投資運用業、投資助言・代理業を行っています。
平成23年9月末日現在、当社は、218本の証券投資信託（単位型株式投資信託33本、追加型株式投資信託
127本、追加型公社債投資信託16本、親投資信託42本）の運用を行っており、純資産総額は9,252億円
（親投資信託を除く。）です。

３【委託会社等の経理状況】

（1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）ならびに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣

府令第52号）により作成しております。

前事業年度（自平成21年4月1日至平成22年3月31日）については、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（自平成22年4月1日至平成23年3月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

なお、財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

（2）当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、財務諸表について、東陽監査法人の監査を

受けております。

(1)【貸借対照表】

期　　別

科　　目

前事業年度 当事業年度

(平成22年3月31日) (平成23年3月31日)

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

( 資 産 の 部 ) 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

流動資産

現金預金 8,433,767 5,493,082

有価証券 601,182 3,298,316

未収委託者報酬 651,706 765,032

未収運用受託報酬 72,964 22,815

未収投資助言報酬 ― 5,609

前払費用 17,863 32,820

未収収益 921 610

繰延税金資産 111,436 94,045

その他の流動資産 5,872 24,042

流動資産合計 9,895,71582.6 9,736,37682.3

固定資産

有形固定資産 *1 111,037 0.9 105,2820.9

建物 45,976 44,676

器具備品 65,060 60,606

無形固定資産 22,170 0.2 10,238 0.1

ソフトウェア 20,047 8,116

電話加入権 2,122 2,122

投資その他の資産 1,951,75816.3 1,981,53216.7
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投資有価証券 916,169 1,294,320

親会社株式 826,056 583,968

長期差入保証金 188,714 160,988

その他 35,328 29,225

繰延税金資産 ― 17,540

貸倒引当金 △ 14,510 △ 14,510

投資損失引当金 ― △ 90,000

固定資産合計 2,084,96517.4 2,097,05317.7

資産合計 11,980,680100.0 11,833,429100.0

期　　別

科　　目

前事業年度 当事業年度

(平成22年3月31日) (平成23年3月31日)

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

( 負 債 の 部 ) 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

流動負債

預り金 3,740 4,270

前受運用受託報酬 51 ―

前受投資助言報酬 2,430 2,430

未払金 331,184 374,934

未払収益分配金 166 208

未払償還金 5,577 3,836

未払手数料 321,636 366,716

未払事業所税 3,804 4,173

未払費用 254,102 246,155

未払法人税等 335,981 148,219

未払消費税等 51,454 40,942

賞与引当金 113,080 115,080

流動負債合計 1,092,0269.1 932,0337.9

固定負債

退職給付引当金 75,242 87,438

役員退職慰労引当金 31,640 32,870

資産除去債務 ― 10,933

繰延税金負債 165,618 ―

固定負債合計 272,5012.2 131,2421.1

負債合計 1,364,52711.4 1,063,2759.0

( 純 資 産 の 部 )

株主資本

資本金 1,000,0008.4 1,000,0008.5

資本剰余金 566,5004.7 566,5004.8

資本準備金 566,500 566,500

利益剰余金 8,866,58174.0 9,173,08377.5

利益準備金 179,830 179,830

その他利益剰余金

別途積立金 5,718,662 5,718,662

繰越利益剰余金 2,968,089 3,274,591

株主資本合計 10,433,08187.1 10,739,58390.8
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評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 183,0711.5 30,570 0.2

評価・換算差額等合計 183,0711.5 30,570 0.2

純資産合計 10,616,15388.6 10,770,15391.0

負債純資産合計 11,980,680100.0 11,833,429100.0

(2)【損益計算書】

期　　別

科　　目

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日至　　平成 23年  3月 31 日

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％

営業収益

委託者報酬 8,470,73498.8 9,290,79299.3

運用受託報酬 106,628 1.2 62,8070.7

営業収益計 8,577,363100.0 9,353,600100.0

営業費用

支払手数料 4,599,088 5,061,926

広告宣伝費 285,960 190,668

公告費 4,865 7,416

受益権管理費 9,546 10,413

調査費 863,466 1,060,076

調査費 137,266 162,035

委託調査費 726,200 898,040

委託計算費 153,088 186,907

営業雑経費 323,604 261,180

通信費 44,807 47,867

印刷費 269,659 202,785

協会費 6,780 7,653

諸会費 2,357 2,873

営業費用計 6,239,61972.7 6,778,58872.5

一般管理費

給料 953,144 1,058,378

役員報酬 121,534 117,951

給料・手当 714,893 840,999

賞与 116,717 99,428

交際費 12,140 16,286

寄付金 17,382 40,819

旅費交通費 46,184 58,585

租税公課 19,554 19,373

不動産賃借料 225,976 214,427

賞与引当金繰入 113,080 115,080

退職給付費用 11,939 18,227

役員退職慰労引当金繰入 5,140 4,720

固定資産減価償却費 42,456 40,490

諸経費 308,341 333,694
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一般管理費計 1,755,34120.5 1,920,08320.5

営業利益 582,402 6.8 654,9277.0

期　　別

科　　目

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日至　　平成 23年  3月 31 日

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％

営業外収益

受取配当金 *1 22,585 24,837

有価証券利息 12,258 9,996

受取利息 1,120 1,538

約款時効収入 16,564 1,762

未払費用戻入益 19,676 ―

雑益 23,573 3,593

営業外収益計 95,778 1.1 41,7280.4

営業外費用

時効後返還金 3,068 36

信託財産負担金 14,728 718

雑損 686 34

固定資産除却損 *2 ― 460

営業外費用計 18,482 0.2 1,249 0.0

経常利益 659,6987.7 695,4067.4

特別利益

投資有価証券売却益 67,891 2,416

その他 9,561 ―

特別利益計 77,452 0.9 2,416 0.0

特別損失

投資有価証券売却損 54,530 1,756

資産除去債務 ― 2,135

投資有価証券評価損 ― 8,385

ゴルフ会員権評価損 ― 6,103

投資損失引当金繰入 ― 90,000

その他 4,358 ―

特別損失計 58,888 0.7 108,3801.1

税引前当期純利益 678,2627.9 589,4416.3

法人税、住民税及び事業税 336,861 309,731

法人税等調整額 △49,386 287,4753.3△59,792249,9392.7

当期純利益 390,7874.6 339,5013.6

(3)【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）
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（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立金

繰越利益剰
余金

平成21年3月31日残
高

1,000,000566,500566,500179,8305,718,6622,610,3028,508,79410,075,29463,39563,39510,138,689

当期変動額

剰余金の配当 △33,000△33,000△33,000 △33,000

当期純利益 390,787390,787390,787 390,787

株主資本以外の項
目の
事業年度中の変動
額（純額）

119,676119,676119,676

当期変動額合計 357,787357,787357,787119,676119,676477,463

平成22年3月31日残
高

1,000,000566,500566,500179,8305,718,6622,968,0898,866,58110,433,081183,071183,07110,616,153

当事業年度（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

評価・換
算差額等
合計

資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立

金
繰越利益剰
余金

平成22年3月31日残高1,000,000566,500566,500179,8305,718,6622,968,0898,866,58110,433,081183,071183,07110,616,153

当期変動額

剰余金の配当 △33,000△33,000 △33,000 △33,000

当期純利益 339,501339,501 339,501 339,501

株主資本以外の項
目の
事業年度中の変動
額（純額）

△152,501△152,501△152,501

当期変動額合計 306,501306,501 306,501△152,501△152,501154,000

平成23年3月31日残高1,000,000566,500566,500179,8305,718,6623,274,5919,173,08310,739,58330,57030,57010,770,153

（重要な会計方針）

期　　別

　項　　目

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

1．有価証券の評価基準
及び評価方法

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却
原価は総平均法により算定）

同　　左

時価のないもの 時価のないもの

総平均法による原価法 同　　左
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2．固定資産の減価償却
の方法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

定率法により償却しております。 同　　左

なお、主な耐用年数は以下の
とおりです。

なお、主な耐用年数は以下の
とおりです。

建　　物 18年 建　　物 15年

器具備品 4～5年 器具備品 4～6年

　　　　　　　

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

定額法により償却しております。 同　　左

なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における
利用可能期間（3～5年）に
基づき償却しております。

3．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

同　　左

(2)　　　　　　―　 (2) 投資損失引当金
投資先会社への投資に係る損
失に備えるため投資先の財政状
態等を勘案して、投資有価証券
について必要額を計上しており
ます。
（追加情報）

実質価額が低下したものの
回復可能性が見込めると判断
した投資有価証券について、将
来の予測に不確実な要因があ
るため、財務健全性の観点から
投資損失引当金を計上するこ
とにしたものであります。な
お、当事業年度において、投資
損失引当金繰入額90,000千円
を特別損失に計上しておりま
す。

(3) 賞与引当金 (3) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に
充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

同　　左

(4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職給
付債務の見積額に基づき、計上し
ております。

同　　左

なお、退職給付債務の見積額は、
簡便法(退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務と
する方法)により計算しておりま
す。

(5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金
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役員の退職慰労金の支給に備
えるため、当社内規に基づく期
末要支給見積額を計上しており
ます。

同　　左

4．その他財務諸表作成
のための重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処
理は税抜方式によっております。

同　　左

（財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

― 資産除去債務に関する会計基準等の適用
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計
基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31
日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20
年3月31日）を適用しております。
これにより、当事業年度の営業利益及び経常利
益は937千円、税引前当期純利益は3,073千円それ
ぞれ減少しております。

（表示方法の変更）

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

前期まで流動資産の「未収収益」に含めて表示し
ておりました運用受託報酬に係る未収収益及び流動
負債の「前受収益」に含めて表示しておりました運
用受託報酬に係る前受収益は金額的重要性が増した
ため「未収運用受託報酬」及び「前受運用受託報
酬」、「前受投資助言報酬」として区分掲記してお
ります。
なお、前事業年度の流動資産の「未収収益」に含
めて表示しておりました運用受託報酬に係る未収収
益は16,333千円であり、流動負債の「前受収益」に
含めて表示しておりました運用受託報酬に係る前受
収益は66千円であり、前受投資助言報酬の残高はあ
りません。

前期まで営業外費用の「雑損」に含めて表示して
おりました固定資産除却損は金額的重要性が増した
ため「固定資産除却損」として区分掲記しておりま
す。
なお、前事業年度の営業外費用の「雑損」に含め
て表示しておりました固定資産除却損は654千円で
あります。

注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 当事業年度

(平成22年 3月31日) (平成23年 3月31日)

*1．有形固定資産の減価償却累計額 *1．有形固定資産の減価償却累計額

建物 25,922 千円建物 35,776 千円

器具備品 95,992 千円器具備品 108,802 千円

(損益計算書関係)

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日
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至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

*1．関係会社との取引高 *1．関係会社との取引高

受取配当金 9,240千円 受取配当金 21,965千円

*2．固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま
す。

*2．固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま
す。

器具備品 654千円 器具備品 460千円

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

（１）発行済株式の種類及び総数

前事業年度　　普通株式　　　825,000　株

当事業年度　　普通株式　　　825,000　株

（２）配当に関する事項

①　配当金支払額

平成21年6月24日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 33,000千円

1株当たり配当額 40円

基準日 平成21年3月31日

効力発生日 平成21年6月25日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成22年6月25日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

決議しております。

配当金の総額 33,000千円

1株当たり配当額 40円

基準日 平成22年3月31日

効力発生日 平成22年6月26日

配当の原資 利益剰余金

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

（１）発行済株式の種類及び総数

前事業年度　　普通株式　　　825,000　株

当事業年度　　普通株式　　　825,000　株

（２）配当に関する事項

①　配当金支払額
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平成22年6月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 33,000千円

1株当たり配当額 40円

基準日 平成22年3月31日

効力発生日 平成22年6月26日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成23年6月27日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

決議しております。

配当金の総額 33,000千円

1株当たり配当額 40円

基準日 平成23年3月31日

効力発生日 平成23年6月28日

配当の原資 利益剰余金

(リース取引関係)

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

所有権移転外ファイナンス・リース取引 同　　左

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が、平成20年3月31日以前のリース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっており、その内容は次の通りであります。

〈借主側〉

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

器具備品
千円 千円 千円

器具備品
千円 千円 千円

467 430 36 ― ― ―

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

1年以内 39千円 1年以内 ― 千円

1年超 ― 千円 1年超 ― 千円

合計 39千円 合計 ― 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額

支払リース料 286千円 支払リース料 40千円

減価償却費相当額 261千円 減価償却費相当額 36千円

支払利息相当額 6千円 支払利息相当額 0千円
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（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。

同　　左

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額を利息相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によっております。

同　　左

（６）減損損失について （６）減損損失について

リース資産に配分された減損損失はないた
め、項目等の記載は省略しております。

同　　左

（金融商品関係）

前事業年度（自平成21年4月1日　至平成22年3月31日）

1.金融商品の状況に関する事項

（1）　金融商品に対する取組方針

当社は、金融商品取引法に定める投資運用業、投資助言・代理業及び第二種金融商品取引

業を営んでおります。これらの事業を当社では、自己資金で行っております。

一方、資金運用については、短期的な預金及び債券、投資有価証券での運用を行っており

ます。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

（2）　金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する主な金融資産は現金預金、有価証券、未収委託者報酬、投資有価証券及び

親会社株式であります。

預金は預入先金融機関の信用リスクに晒されております。また有価証券、投資有価証券及

び親会社株式は発行体の信用リスクやマーケットリスク等に晒されております。また、未収

委託者報酬は投資信託財産中から当社（委託者）が得られる報酬であり、未収であるもの

であります。

金融負債の主なものは、未払金（未払手数料）、未払法人税等であります。未払金（未払

手数料）は委託者報酬中から当社が販売会社に支払うべき手数料であり、未払いのもので

あります。

（3）　金融商品に係るリスク管理体制

当社は経営の健全化及び経営資源の効率化を目的として、リスク管理体制の強化を図

り、適切なリスク・コントロールに努めております。金融資産に関わる信用リスク、マー

ケットリスク等を管理するため、社内規程等に従い、ポジション枠や与信枠等の適切な管

理に努めております。

2.金融商品の時価等に関する事項

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
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ます。なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）参

照）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金預金 8,433,767 8,433,767 ―

(2)有価証券 601,182 601,182 ―

(3)未収委託者報酬 651,706 651,706 ―

(4)投資有価証券 214,208 214,208 ―

(5)親会社株式 826,056 826,026 ―

(6)未払金（未払手数料） 321,636 321,636 ―

(7)未払法人税等 335,981 335,981 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法

（1）現金預金、（3）未収委託者報酬、（6)未払金（未払手数料）、(7)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

（2）有価証券、（4）投資有価証券、（5）親会社株式

これらの時価について、上場株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会が公表す

る価格等、投資信託は公表されている基準価額等によっております。また、保有目的ごとの有価証券に

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（701,961千円）は市場価額がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券」には含めておりま

せん。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金預金 8,433,767 ― ― ―

未収委託者報酬 651,706 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

その他 601,182 98,830 ― ―

合計 9,686,65698,830 ― ―

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用

しております。

当事業年度（自平成22年4月1日　至平成23年3月31日）

1.　金融商品の状況に関する事項
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（1）　金融商品に対する取組方針

当社は、金融商品取引法に定める投資運用業、投資助言・代理業及び第二種金融商品取引業

を営んでおります。これらの事業を当社では、自己資金で行っております。

一方、資金運用については、短期的な預金及び債券、投資有価証券での運用を行っておりま

す。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

（2）　金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する主な金融資産は現金預金、有価証券、未収委託者報酬、投資有価証券及び親

会社株式であります。

預金は預入先金融機関の信用リスクに晒されております。また有価証券、投資有価証券及び

親会社株式は発行体の信用リスクやマーケットリスク等に晒されております。また、未収委託

者報酬は投資信託財産中から当社（委託者）が得られる報酬であり、未収であるものであり

ます。

金融負債の主なものは、未払金（未払手数料）、未払法人税等であります。未払金（未払手

数料）は委託者報酬中から当社が販売会社に支払うべき手数料であり、未払いのものであり

ます。

（3）　金融商品に係るリスク管理体制

当社は経営の健全化及び経営資源の効率化を目的として、リスク管理体制の強化を図り、

適切なリスク・コントロールに努めております。金融資産に関わる信用リスク、マーケット

リスク等を管理するため、社内規程等に従い、ポジション枠や与信枠等の適切な管理に努め

ております。

2.金融商品の時価等に関する事項

平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）参

照）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金預金 5,493,082 5,493,082 ―

(2)有価証券 3,298,316 3,298,316 ―

(3)未収委託者報酬 765,032 765,032 ―

(4)投資有価証券 592,359 592,359 ―

(5)親会社株式 583,968 583,968 ―

(6)未払金（未払手数料） 366,716 366,716 ―

(7)未払法人税等 148,219 148,219 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法

（1）現金預金、（3）未収委託者報酬、（6)未払金（未払手数料）、(7)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

（2）有価証券、（4）投資有価証券、（5）親会社株式

これらの時価について、上場株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会が公表す

る価格等、投資信託は公表されている基準価額等によっております。また、保有目的ごとの有価証券に
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関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（701,961千円）は市場価額がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券」には含めておりま

せん。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　 (単位：千円)

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金預金 5,493,082 ― ― ―

未収委託者報酬 765,032 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

その他 3,298,316399,387 3,172 ―

合計 9,556,432399,387 3,172 ―

（有価証券関係）

前事業年度 （自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

1．その他有価証券 （単位：千円）

 種類 貸借対照表 取得原価 差額  

 計上額  

 
貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの （１）株式 920,162605,961314,200

 

 （２）債券  

 ①国債・地方債等 ― ― ―  

 ②社債 300,948299,961 986 

 ③その他 300,234299,335 898 

 （３）その他 7,687 4,836 2,850 

 小計 1,529,0311,210,095318,935 

 
貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの （１）株式 13,58521,060△7,475

 

 （２）債券  

 ①国債・地方債等 ― ― ―  

 ②社債 ― ― ―  

 ③その他 ― ― ―  

 （３）その他 98,830100,000△1,170 

 小計 112,415121,060△8,645 

 合計 1,641,4461,331,155310,290

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　701,961千円）については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ
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ん。

２．当事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

種類 売却額 売却益の 売却損の

合計額 合計額

（１）株式 ― ― ―

（２）債券

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

（３）その他 269,68167,891 54,530

合計 269,68167,891 54,530

当事業年度 （自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

1．その他有価証券 （単位：千円）

 種類 貸借対照表 取得原価 差額  

 計上額  

 
貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの （１）株式 658,896605,96152,934

 

 （２）債券  

 ①国債・地方債等 1,798,9141,798,804 109 

 ②社債 ― ― ―  

 ③その他 ― ― ―  

 （３）その他 312,454305,229 7,224 

 小計 2,770,2652,709,99560,269 

 
貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの （１）株式 12,35012,350 0

 

 （２）債券  

 ①国債・地方債等 1,499,4021,499,484△82 

 ②社債 ― ― ―  

 ③その他 ― ― ―  

 （３）その他 192,627201,000△8,372 

 小計 1,704,3791,712,834△8,455 

 合計 4,474,6444,422,83051,813

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　701,961千円）については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

２．当事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

種類 売却額 売却益の 売却損の
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合計額 合計額

（１）株式 ― ― ―

（２）債券

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

（３）その他 104,550 2,416 1,756

合計 104,550 2,416 1,756

(デリバティブ取引関係)

前事業年度（平成22年3月31日）

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

当事業年度（平成23年3月31日）

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

(退職給付関係)

前事業年度（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

1．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、岡三証券株式会社を運

営管理機関とする証券総合型確定拠出年金制度に加入しております。

2．退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 　  75,242千円

3．退職給付費用に関する事項

勤務費用 7,020千円

確定拠出年金への掛金拠出額 4,919千円

退職給付費用 11,939千円

4．退職給付債務の計算基礎に関する事項

当社は簡便法を採用しております。

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）
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1．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、岡三証券株式会社を運

営管理機関とする証券総合型確定拠出年金制度に加入しております。

2．退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 　  87,438千円

3．退職給付費用に関する事項

勤務費用 12,195千円

確定拠出年金への掛金拠出額 6,031千円

退職給付費用 18,227千円

4．退職給付債務の計算基礎に関する事項

当社は簡便法を採用しております。

(税効果会計関係)

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内
訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内
訳

賞与引当金 46,362 千円賞与引当金 47,182 千円

退職給付引当金 30,849 千円退職給付引当金 35,849 千円

役員退職慰労引当金 12,972 千円役員退職慰労引当金 13,476 千円

ゴルフ会員権評価損 1,230 千円ゴルフ会員権評価損 3,732 千円

貸倒引当金 5,949 千円貸倒引当金 5,949 千円

その他有価証券評価差額金 3,544 千円その他有価証券評価差額金 3,466 千円

投資有価証券評価損 2,977 千円投資有価証券評価損 3,467 千円

未払広告宣伝費 30,524 千円未払広告宣伝費 11,910 千円

その他 35,747 千円投資損失引当金 36,900 千円

繰延税金資産の合計 170,154 千円資産除去債務 4,482 千円

その他 35,483 千円

繰延税金負債 繰延税金資産の合計 201,900 千円

負ののれん償却額 93,572 千円

その他有価証券評価差額金 130,763 千円繰延税金負債

繰延税金負債の合計 224,336 千円負ののれん償却額 62,381千円

繰延税金負債の純額 54,181 千円その他有価証券評価差額金 24,710 千円

　その他 3,222 千円

繰延税金負債の合計 90,315 千円

繰延税金資産の純額 111,585千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異は法定実効税率の100分の5以下であるため、注記
を省略しています。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異は法定実効税率の100分の5以下であるため、注記を
省略しています。
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（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年3月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

1．当該資産除去債務の概要

本店の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

2．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から31年と見積り、割引率は2.290％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

3.当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

前事業年度末残高（注）　　　　　　　10,689千円

時の経過による調整額                   244千円

当事業年度末残高　　                10,933千円

(注)当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年3月31日）を適用したことによる期首時点おける残高であります。

（セグメント情報等）

1.セグメント情報

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

（１）報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社は「投資信託部門」及び「投資顧問部門」ごとに、経営戦略を立案・決定し、経営資源の配

分及び業績の評価を行っております。

なお、「投資顧問部門」のセグメントの売上高、利益又は損失の金額及び資産の額がいずれも事

業セグメントの合計額の10％未満でありますので、報告セグメントは「投資信託部門」のみであ

ります。

報告セグメントである「投資信託部門」では投資信託の運用、商品開発等を行っております。

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

（２）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。
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（３）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度 （自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

（４）報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

前事業年度 （自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

報告セグメントが1つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

２.関連情報

当事業年度（自平成22年4月１日　至平成23年3月31日）

(1)製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

(2)地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

②有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

(3)主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当事業年度（自平成22年4月１日　至平成23年3月31日）

該当事項はありません。

４.報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当事業年度（自平成22年4月１日　至平成23年3月31日）

該当事項はありません。

５.報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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当事業年度（自平成22年4月１日　至平成23年3月31日）

該当事項はありません。

（追加情報）

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年3

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年3月21日）を適用しております。

(関連当事者情報) 

前事業年度（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

　　　　財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は出
資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親会社を
持つ会社

岡三証券
株式会社

東京都
中央区

5,000,000証券業
被所有
直　接
2.30%

当社ファンド
の募集取扱
役員の出向
4名

支払手数料の
支払
（注2）

3,569,410
未払
手数料

211,903

(注) 1.上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針

過去の取引条件及びファンドの商品性を勘案して決定しております。

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

　　　　財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親会社を
持つ会社

岡三証券
株式会社

東京都
中央区

5,000,000証券業
被所有
直　接
2.30%

当社ファンドの
募集取扱
役員の出向
3名

支払手数料
の支払
（注2）

3,667,811
未払
手数料

257,814

(注) 1.上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針

過去の取引条件及びファンドの商品性を勘案して決定しております。

(1株当たり情報)

前事業年度 当事業年度

自　　平成 21年  4月  1 日 自　　平成 22年  4月  1 日

至　　平成 22年  3月 31 日 至　　平成 23年  3月 31 日

1株当たり純資産額 12,868円06銭1株当たり純資産額 13,054円73銭

1株当たり当期純利益金額 473円68銭 1株当たり当期純利益金額 411円51銭

１．なお、潜在株式調整後1株当たり当期純
利益金額については、潜在株式がないた
め記載しておりません。

１．なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益
金額については、潜在株式がないため記載し
ておりません。
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２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度 当事業年度

自　平成21年4月1日 自　平成22年4月1日

至　平成22年3月31日 至　平成23年3月31日

当期純利益（千円） 390,787 339,501

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 390,787 339,501

普通株式の期中平均株式数（株） 825,000 825,000

３．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度 当事業年度

（平成22年3月31日） （平成23年3月31日）

純資産の部の合計額（千円） 10,616,153 10,770,153

純資産の部から控除する合計額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 10,616,153 10,770,153

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数（株） 825,000 825,000

（重要な後発事象）

前事業年度（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）

該当事項はありません。

４【利害関係人との取引制限】

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる

行為が禁止されています。

①　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと

（投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそ

れがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。）。

②　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと（投資者の保護に欠け、若し

くは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令

で定めるものを除きます。）。

③　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法

人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者

と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下④

⑤において同じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその
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他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該

当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ取引を行

うこと。

④　委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用

財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

⑤　上記③④に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって、投資者の

保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるも

のとして内閣府令で定める行為。

５【その他】

（1）定款の変更等

委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

委託会社は、事業の全部又は一部を譲渡することがあります。

委託会社は、分割により事業の全部又は一部を承継させることがあります。

（2）訴訟事件その他の重要事項

該当事項はありません。

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（1）「受託会社」

住友信託銀行株式会社

①　資本金の額

平成22年9月末日現在、342,037百万円

（　略　）

（2）「販売会社」

名　　称
資本金の額（百万円）
平成22年9月末日現在

事業の内容

岡三証券株式会社 5,000

「金融商品取引法」に定める
第一種金融商品取引業を営ん

でいます。

三縁証券株式会社 150

株式会社ＳＢＩ証券 47,937

金山証券株式会社 504

静岡東海証券株式会社 600

荘内証券株式会社 100

むさし証券株式会社 5,000

丸福証券株式会社 852

明和證券株式会社 511

益茂証券株式会社 515
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＜訂正後＞

（1）「受託会社」

住友信託銀行株式会社

但し、関係当局の認可等を前提に、平成24年4月1日付で中央三井信託銀行株式会社および

中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社に商号を変更す

る予定です。

①　資本金の額

平成23年3月末日現在、342,037百万円

（　略　）

（2）「販売会社」

名　　称
資本金の額（百万円）
平成23年3月末日現在

事業の内容

岡三証券株式会社 5,000

「金融商品取引法」に定める
第一種金融商品取引業を営ん

でいます。

三縁証券株式会社 150

株式会社ＳＢＩ証券 47,937

金山証券株式会社 504

静岡東海証券株式会社 600

荘内証券株式会社 100

むさし証券株式会社 5,000

丸福証券株式会社 852

明和證券株式会社 511

益茂証券株式会社 515
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独立監査人の監査報告書

平成23年９月29日

岡三アセットマネジメント株式会社  

取締役会 御中  

 

 東 陽 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　鈴木基仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　助川正文　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられている「日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語）」の平成23年２月24

日から平成23年８月23日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注

記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、「日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語）」の平成23年８月23日現在の信託財産の状

態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

岡三アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)1.上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

2.財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

委託会社の監査報告書（当期）へ
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成２３年６月２７日

岡三アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御中

東　陽　監　査　法　人

指定社員　業務執行社員　公認会計士　助川　正文㊞

指定社員　業務執行社員　公認会計士　宝金　正典㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられている岡三アセットマネジメント株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３

月３１日までの第４７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算

書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、岡三アセットマネジメント株式会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注)1.上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成23年4月8日

岡三アセットマネジメント株式会社  

取締役会 御中  

 

 東 陽 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　鈴木基仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　助川正文　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられている「日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語）」の平成22年8月24日

から平成23年2月23日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記

表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、「日本好配当割安株オープンⅡ（愛称　竹取物語）」の平成23年2月23日現在の信託財産の状

態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

岡三アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)1.上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

2.財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

委託会社の監査報告書（前期）へ
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成２２年６月２５日

岡三アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　　御中

東　陽　監　査　法　人

指 定 社 員業務執行社員 公認会計士　　宮　野　定　夫　　㊞

指 定 社 員業務執行社員 公認会計士　　助　川　正　文　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられている岡三アセットマネジメント株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３

月３１日までの第４６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算

書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、岡三アセットマネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注)1.上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

EDINET提出書類

岡三アセットマネジメント株式会社(E12441)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

49/49


	表紙
	本文
	１有価証券届出書の訂正届出書の提出理由
	２訂正の内容
	第二部ファンド情報
	第１ファンドの状況


	１ファンドの性格
	（3）ファンドの仕組み

	２投資方針
	（3）運用体制
	（4）分配方針

	３投資リスク
	（5）課税上の取扱い

	５運用状況
	（1）投資状況
	（2）投資資産
	①投資有価証券の主要銘柄
	②投資不動産物件
	③その他投資資産の主要なもの

	（3）運用実績
	①純資産の推移
	②分配の推移
	③収益率の推移

	(4)設定及び解約の実績
	第２管理及び運営


	３資産管理等の概要
	（5）その他
	第３ファンドの経理状況

	（3）注記表
	（4）附属明細表

	２ファンドの現況
	純資産額計算書
	第三部委託会社等の情報
	第１委託会社等の概況



	１委託会社等の概況
	２事業の内容及び営業の概況
	３委託会社等の経理状況
	(1)貸借対照表
	(2)損益計算書
	(3)株主資本等変動計算書

	４利害関係人との取引制限
	５その他
	第２その他の関係法人の概況

	１名称、資本金の額及び事業の内容
	監査報告書

